予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費　　　
	事業名　新 障がい者雇用拡大支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部労働雇用課就労支援係　電話番号：058-272-1111（内3126 ）

　　　　　　　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       22,925千円（前年度予算額：   0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	22,925
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,925

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　岐阜県の障害者の法定雇用率達成企業は全体のおよそ半数であるが、法定雇用率引き上げにより、企業に対する更なる障がい者雇用が求められている。

　　一方、障害のある児童生徒の増加に伴い特別支援学校が増設されているが、卒業後の就職先は不足しており雇用企業の開拓が課題となっている。また、卒業後の就労状況も把握できていないため定着支援・離職者支援も十分にされていない。
（２）事業内容

障がい者の就労状況等を定期的に把握し、法定雇用率未達成事業所等に雇用の拡大を働きかける（企業開拓）とともに、一般就労を希望する障害者に対する積極的な就職支援・職場定着支援を行う。
また、特別支援学校と連携して卒業生の就労支援を行うとともに、障がい者雇用の経験が乏しい企業に対して、雇用するためのコンサルティングを行う。

（３）県負担・補助率の考え方

全額県負担
（４）類似事業の有無
　　特になし
３　事業費の積算内訳　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	53
	プロポーザル審査員謝金

	旅費
	144
	業務旅費等

	需用費
	148
	消耗品代、会議費

	役務費
	488
	文書発送、電話代等

	委託料
	22,022
	業務委託料

	使用料
	70
	会場使用料

	合計
	22,925
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　全額県費負担
（２）事業主体及びその妥当性
　　事業主体は岐阜県。
　　障がい者は年々増加しており、働く意欲のある障がい者の就労促進を図ることが必要である。本事業は、企業への積極的な雇用の働きかけ（企業開拓）とともに、働く意欲のある障がい者の状況を把握して支援していくものであり、障がい者雇用の促進に有効である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　・障がい者の法定雇用率を向上させること。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	法定雇用率
達成事業所数
	628社
（H24）
	社
（H　）
	社
（H　）
	648社
（H25）
	850社
（H30）
	76％

	
	人
（H　）
	人
（H　）
	人
（H　）
	人
（H　）
	人
（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	


（平成25年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　平成25年4月1日から障がい者の法定雇用率が1.8％から2.0％へ引き上げられ、また対象事業所の従業員規模も56人から50人に変更になり、企業への障がい者雇用がより一層求められることになるため事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	企業への積極的な雇用の働きかけ（企業開拓）とともに、働く意欲のある障がい者の状況を把握して支援していく事業であり、障がい者雇用の促進に有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　企業への働きかけと障がい者の就労支援を一体で行うことにより効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　中小企業を中心に障がい者雇用に取り組む企業は少ないため、コンサルティングのサポートにより企業開拓する必要がある。
　　一般就労を希望する障がい者の状況が把握できていないため就職支援・定着支援が十分にされていない。


　　

（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成25年の法定雇用率引き上げと対象事業所規模の変更に伴い、障がい者雇用が義務化される企業の増加が見込まれるため、企業への一層の働きかけを行うとともに、一般就労希望障がい者の状況を把握し就労支援、定着支援を促進する。


